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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 
２ 当社は連結財務諸表を作成していないので「最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」については、記載して
いない。 

３ 第88期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失が計上されているため記載していない。 
４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 
５ 従業員数は就業人員数を表示している。 
６ 第89期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会
計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用している。 

  

回次 第88期 第89期 第90期 第91期 第92期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 91,509 130,095 152,072 232,105 209,163 

経常利益または経常損失
（△） 

(百万円) △4,683 2,624 13,238 74,030 58,213 

当期純利益又は当期純損
失（△） 

(百万円) △5,580 1,527 12,534 50,628 33,944 

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(百万円) 152 206 38 604 609 

資本金 (百万円) 30,894 30,894 30,894 30,894 30,894 

発行済株式総数 (株) 155,064,249 155,064,249 155,064,249 155,064,249 155,064,249 

純資産額 (百万円) 114,060 114,249 127,579 176,445 210,373 

総資産額 (百万円) 149,926 158,248 175,495 251,461 269,470 

１株当たり純資産額 (円) 735.57 736.82 822.80 1,137.99 1,356.83 

１株当たり配当額 
(１株当たり中間配当額) 

(円) 
4.00 

(2.00) 

4.00

(2.00) 

6.00

(3.00) 

20.00 

(10.00) 

20.00

(10.00) 

１株当たり当期純利益又
は当期純損失（△） 

(円) △35.99 9.85 80.84 326.52 218.93 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 76.1 72.2 72.7 70.2 78.1 

自己資本利益率 (％) ― 1.3 10.4 33.3 17.6 

株価収益率 (倍) ― 32.7 16.7 4.8 10.9 

配当性向 (％) ― 40.6 7.4 6.1 9.1 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 4,361 12,949 15,799 76,109 23,396 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △5,420 7,596 △2,066 △6,310 △17,401 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △617 △620 △775 △2,015 △3,096 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 26,775 46,918 60,160 128,102 131,049 

従業員数 (名) 1,063 1,024 968 922 937 



２ 【沿革】 

昭和９年11月 資本金100万円にて各種鋼材の製造販売を目的として東京都足立区に設立。(設立 

昭和９年11月23日) 

以後、平炉２基、電気炉１基、中形及び小形圧延工場で各種特殊鋼の生産従事。 

昭和28年３月 東亜鋼管工業㈱(資本金250万円)を吸収合併。 

昭和35年７月 岡山県倉敷市に工場誘致条令に基づき工場用地(約50万3,000平方メートル)取得。 

昭和37年10月 

  

岡山工場第１号平炉完成、操業開始。以後120トン平炉５基、中形及び小形圧延設備

完成、中形及び小形形鋼の生産従事。 

昭和44年１月 岡山工場大形圧延工場完成、Ｈ形鋼の生産開始。 

昭和44年２月 ㈱土佐電気製鋼所より同社高知工場の譲渡を受け、当社高知工場として生産開始。 

昭和45年２月 福岡県北九州市に工場用地(約15万4,000平方メートル)取得。 

昭和46年９月 

  

大丸製鋼㈱(資本金500万円、昭和44年７月以降当社が全株式を取得所有)を吸収合

併、当社の九州工場として操業開始。 

昭和46年11月 

  

九州工場の50トン電気炉２基、連続鋳造設備２基完成、設備の更新合理化を完了、生

産開始。 

昭和48年２月 九州工場圧延工場完成、中形形鋼の生産開始。 

昭和48年６月 岡山工場連続鋳造設備完成、操業開始。 

昭和49年５月 本社を東京都足立区より千代田区に移転。 

昭和49年７月 東京証券取引所市場第二部上場。 

昭和50年12月 ㈱土佐電気製鋼所を吸収合併、当社の高松工場として生産開始。 

昭和51年９月 東京証券取引所市場第一部、大阪証券取引所市場第一部上場。 

昭和52年12月 岡山工場平炉操業停止。 

昭和53年１月 江戸川工場閉鎖。 

昭和53年４月 岡山工場第１号、第２号140トン電気炉完成、操業開始。 

昭和53年12月 岡山工場中形形鋼工場改造工事完成、生産開始。 

昭和54年１月 岡山工場小形棒鋼工場完成、生産開始。 

昭和54年４月 大阪営業所開設、高知工場ビーム・ブランク鋳込み成功。 

昭和54年９月 千住工場大・中形形鋼工場改造工事完成、生産開始。 

昭和59年７月 九州工場大形工場完成、大形Ｈ形鋼、ユニバーサル・プレートの生産開始。 

昭和61年１月 千住工場閉鎖。 

昭和62年３月 高知工場閉鎖。 

昭和62年４月 大阪営業所を大阪支社に改称、アメージング㈱(子会社)設立。 

平成元年８月 九州工場130トン直流電気炉完成、操業開始。 

平成３年10月 岡山工場熱延広幅帯鋼圧延工場完成、ホットコイルの生産開始。 

平成４年４月 岡山工場熱延広幅帯鋼製鋼工場(150トン直流電気炉)完成、操業開始。 

平成４年12月 栃木県宇都宮市に工場用地(約14万7,000平方メートル)取得。 

平成６年２月 九州工場大形工場で鋼矢板の生産開始。 

平成６年４月 名古屋支社、九州支社及び広島営業所、高松営業所開設。 

平成７年４月 岡山工場熱延広幅帯鋼酸洗設備完成、酸洗鋼板の生産開始。 

平成７年８月 宇都宮工場圧延工場完成、生産開始。 

平成７年11月 宇都宮工場製鋼工場完成、操業開始。 

平成８年10月 高松工場60トン直流電気炉完成、棒鋼圧延設備更新、生産開始。 

平成９年２月 高松工場線材圧延設備完成、生産開始。 

平成９年３月 岡山工場冷延設備及び表面処理設備完成、生産開始。 

平成11年４月 宇都宮営業所開設。 

平成11年11月 九州支社及び広島営業所廃止、九州営業所開設。 

平成15年４月 大阪証券取引所市場第一部上場廃止。 

平成16年６月 名古屋支社を大阪支社に統合。 



  

３ 【事業の内容】 

当社グループが営んでいる主な事業内容、各関係会社等の当該事業における位置付け及び事業部門等との関連は、

次のとおりである。 

当社グループは、当社(鉄鋼製品の製造及び販売業)、スポーツ・レジャー施設等への土地の賃貸を行っている100％

出資の子会社(アメージング㈱)１社、当社が25％出資の関連会社(米国において鉄鋼製品の製造販売業を営む合弁会社

TAMCO)１社で構成されている。 

事業の系統図は次のとおりである。 

  

  

 

  

平成16年９月 岡山工場カットシート設備完成、生産開始。 

平成16年11月 高松営業所を大阪支社に統合。 



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) TAMCOとの関係内容 

１ TAMCOは当社が発行済株式の25％を所有する関連会社で米国において鉄鋼製品の製造販売を行っている。 

２ 当社役員１名が同社役員を兼任している。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は、出向者を除いた就業人員である。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、東京製鉄労働組合連合会を組織し、日本基幹産業労働組合連合会に加盟している。 

なお、平成18年３月31日現在の組合には、従業員中772人が加入している。 

  

名称 住所 資本金 主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有)割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有割合
(％) 

(関連会社)       

TAMCO 

Rancho 
Cucamonga 
California 
U.S.A. 

  
  

19,482 
千米ドル 

  

  
鉄鋼製品の 
製造及び販売 

  
25 
  

  
― 
  

  
(注) 
  

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

937 42.1 20.7 7,528 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度におけるわが国経済は、好調な企業業績のもとで民間設備投資が一段と盛り上がるなか、個人消費の

回復も加速され、景気の拡大が再び明確なものとなってきた。全国各地で、好調な民需が公共事業費の削減などの

官需の不足を補って、景気の回復が広がりを見せ始めた。 

鉄鋼業界では、鋼板類は、前事業年度末から当事業年度前半にかけての仮需のため国内外で積み上がった在庫

が、中国の生産能力の増大の影響もあってなかなか解消されず、価格・数量ともに厳しい状況となった。一方、条

鋼類については、アジア地区では価格が値下がりしたものの、国内では旺盛な企業の設備投資に加えて、大型ビ

ル・商業施設やマンションなどの民間建築需要も盛り上がり、堅調な市況を維持した。 

このような状況のもと、当社においては、鋼板類では輸出の減少により大幅な減産を余儀なくされたが、条鋼類

の生産・販売が好調に推移するなかで、原料鉄スクラップの需給が緩和して原料価格の値上がりが抑えられたた

め、ほぼ計画どおりの利益を確保することができた。 

鋼板類の価格の下落と数量減により、売上高は209,163百万円（前年実績232,105百万円）と減少した。しかしな

がら、損益面では、通期での原料平均価格が概ね横這いに抑えられた結果、過去最高であった前事業年度には及ば

ないものの、経常利益58,213百万円(前年実績74,030百万円)、当期純利益33,944百万円（前年実績50,628百万円）

となり、引き続き高水準の利益を計上した。 

  

 (2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、56,990百万円の税引前当期純利益と減価償

却費等により、前事業年度末に比べ2,946百万円増加し、当事業年度末の資金残高は131,049百万円となった。な

お、営業活動によるキャッシュ・フローから投資活動によるキャッシュ・フローを減算したフリーキャッシュ・フ

ロー(定期預金収支を除く)は、6,995百万円の収入である。 
  
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は23,396百万円（前年同期比69.3％の減少）となった。これは、主として税引前当

期純利益が56,990百万円あったものの、法人税等の支払額が37,421百万円となったためである。 
  
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は17,401百万円（前年同期比175.8％の増加）となった。これは、主として有形固定

資産の取得による支出が15,078百万円となったためである。 
  
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は3,096百万円（前年同期比53.6％の増加）となった。これは、主として配当金の支

払額が3,091百万円となったためである。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

  

(2) 受注実績 

輸出は受注生産を行っており、その受注状況は次のとおりである。 

  

(注) 販売価格は、出荷時点で決定されるため、受注高及び受注残高とも金額による表示は困難であるので数量表示によってい

る。 

  

  

品目 生産数量(トン) 前期比(％) 

製品 鋼材 3,065,775 90.5 

半製品 鋼片 3,215,850 89.8 

品目 

受注高 受注残高 

数量(トン) 前期比(％) 数量(トン) 前期比(％) 

鋼材 41,810 7.6 7,060 16.8 

鋼片その他 348 37.1 － － 

計 42,158 7.6 7,060 16.8 



(3) 販売実績 

  

  

(注) １ 最近２期間における輸出高の総額及び総販売実績に対する輸出高の割合 

  

  

２ 主な輸出先及び輸出販売高に対する割合は次のとおりである。 

  

  

３ 主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次のとおりである。 

  

  

４ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

品目 販売高(百万円) 前期比(％) 

鋼材 208,939 90.1 

鋼片その他 223 69.2 

計 209,163 90.1 

品目 

前事業年度 当事業年度 

輸出高(百万円) 割合(％) 輸出高(百万円) 割合(％) 

鋼材 36,769 15.9 5,411 2.6 

鋼片その他 40 0.0 11 0.0 

計 36,810 15.9 5,423 2.6 

輸出先 

前事業年度 当事業年度 

割合(％) 割合(％) 

アジア地区 95.3 95.1 

北米地区 3.9 ― 

その他 0.8 4.9 

計 100.0 100.0 

相手先 

前事業年度 当事業年度 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

㈱メタルワン 39,824 17.2 27,602 13.2 

三井物産㈱ 23,580 10.2 21,375 10.2 



３ 【対処すべき課題】 

今後の見通しについては、わが国経済は、民間設備投資と堅調な消費に支えられて、引き続き好調を持続できると

思われる。海外景気の減速懸念も依然として少ないことから、国内外で需要の拡大が続くと期待できる。 

このような状況から、鉄鋼業界では、欧米に続きアジアでも漸く在庫調整に目途がついてきたことから、国内・輸

出ともに、鋼板類の販売が持ち直してくると期待される。また、条鋼類は、底固い内需に加えて、アジアでも市況が

好転していることから、好調な市場環境を継続できると思わる。しかしながら、原材料面では、世界的な景気の拡大

が続くなかで、原油を始めとする資源高が一向に収まる様子がなく、当社の主原料である鉄スクラップも、年間を通

じての価格レベルの上昇が避けられない、と懸念される。 

当社としては、このような情勢のなかで、収益重視の方針のもと、営業部門と生産部門との連携を一層密にして、

国内外の製品・原料事情の変化に対し、より柔軟に対応できる生産体制の強化に努めていく。また、夜間主体の操業

による電力コストの削減、生産効率のさらなる改善など、可能な限りのコスト低減を進めるとともに、徹底した品質

管理体制のもと、高品質の維持・向上に努めていく。営業面では、輸出にも取り組むとともに、国内では顧客重視の

販売体制のもと、地域に密着した営業活動の強化と効率化を進め、加えて、ホームページの充実などを通じて、顧客

との情報交換を推進して、新規需要開拓にも注力していく。 

設備面においては、年度後半に、九州工場で新設中の厚板製造設備が稼働する。愛知県田原市での新工場のマスタ

ープラン作りも鋭意進めていく。ますます多様化する需要家のニーズに応えるため、今後とも、こうした新規投資を

含めて、的確かつ機動的な取り組みを、全社一丸となって進めることにより、さらに強固な企業体質を確立して、引

き続き高い収益力を維持できるよう、尽力してまいる所存である。 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがある。 

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末（平成18年３月31日現在）において当社が判断したもので

ある。 

  

(1) 財政状態及び経営成績の変動に関わるもの 

当社の属する普通鋼電炉業界の特色は市況産業であることである。従って、製品の販売価格及び主原料である鉄

スクラップ価格については、国内外の経済情勢、市場動向の変化等、当社を取り巻く外部環境の変化に大きく影響

される可能性がある。 

  

(2) 特定の取引先等で取引の継続性が不安定であるもの 

当社の当事業年度における輸出は主としてアジア向けであり、今後の同地域の経済情勢又は保護主義的な政策等

により、受注環境が変化する可能性がある。 

又、主原料である鉄スクラップについても、アジア地域の鉄鋼需要の拡大により、日本からの輸出が増加するこ

とにより、当社の調達価格並びに入荷量に影響を及ぼす可能性がある。 

中長期的には、アジア域内の生産設備の拡張による供給余力が、日本への製品輸出の増加を伴い、日本国内の競

争の激化を招く可能性がある。 

  

(3) 為替変動に関わるもの 

当社は、輸出取引に伴う外貨建取引の為替変動によるリスクを回避する目的で、先物為替予約を利用することが

ある。しかし、間接的な影響を含め、為替変動による影響をすべて排除することは困難であり、当社の業績に影響

を及ぼす可能性がある。 



  

(4)法規制等の変更に関わるもの 

当社は、現時点の規制に従って業務を遂行している。将来における法律、規則、政策等の変更並びにそれらによ

って発生する事態が、当社の業務遂行や業績等に影響を及ぼす可能性がある。 

  

(5)災害や停電等による影響 

当社は、災害等が発生した場合に製造ラインの中断による影響を最小にするため、全工場において定期的な災害

防止検査と設備点検を行っている。しかしながら、生産施設で発生する災害、停電その他の中断事象による損害を

完全に防止または軽減できる保証はない。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

愛知県企業庁との間で、新規工場用地を目的とした田原４区工業用地譲渡契約を締結している。なお取得価額

22,181百万円については全額自己資本により充当する予定であり、当事業年度末現在の既支払額は6,589百万円であ

る。 

  

契約相手先  愛知県企業庁 

契約年月日  平成17年９月13日 

対象物件   愛知県田原市白浜二号１番３ 

       面積 1,044千㎡ 

引渡時期   平成19年３月30日 

  

６ 【研究開発活動】 

当社は、顧客ニーズに応えられる製品の多様化をはかるとともに、生産効率の向上と品質の向上及びコストダウン

を主目的とした生産技術の研究開発に取り組んでいる。 

また、循環型社会の構築が企業としての社会的使命となっているなかで、資源リサイクル産業の一員として、省資

源、省エネルギー及び環境保全のための研究も積極的に推進している。 

これらの研究開発は、それぞれの部門において技術スタッフを中心に活動を行っている。当事業年度においては、

石油代替エネルギー使用の取り組み、品質向上のための設備改良、エネルギー効率の向上等の研究に注力してきた。 

研究開発費の総額は68百万円である。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 業績比較 

当事業年度の売上高は、209,163百万円（前年同期比9.9％の減少）となった。これは主として、輸出を中心に鋼

板類の数量が減少したことによる。総売上高に占める輸出高の割合は2.6％（前事業年度は15.9％）であった。総売

上の構成は、建材類が約67％、鋼板類が約33％である。 

売上原価は、135,989百万円（前年同期比5.1％の減少）となった。これは、燃料等の購入単価が上昇したもの

の、鋼板類の販売数量の減少などにより、生産数量が減少したためである。 

販売費及び一般管理費は、15,638百万円（前年同期比1.4%の減少）であり、これらにより営業利益は57,535百万

円（前年同期比21.1％の減少）となった。 

営業外収益は、受取配当金が96百万円増加し736百万円となったものの、為替差益が358百万円減少し83百万円と

なったこと等により1,149百万円（前年同期比20.3％の減少）となった。また、営業外費用は、471百万円（前年同

期比26.8％の増加）となった。以上から、経常利益は58,213百万円（前年同期実績21.4％の減少）となった。 

特別利益は、30百万円（前年同期比21.4%の増加）となった。特別損失は、固定資産除却損1,243百万円等によ



り、1,253百万円（前年同期比59.1％の増加）となった。これに、法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額の

税金費用23,045百万円を計上した結果、当期純利益は33,944百万円（前年同期実績33.0％の減少）となった。 

  

(2) 資金の流動性 

営業活動によるキャッシュ・フローは、23,396百万円の収入となり、前事業年度比で52,713百万円減少した。こ

れは、資金の減少要因である法人税等の支払額37,421百万円等に対し、税引前当期純利益56,990百万円、減価償却

費6,200百万円等によりもたらされた資金の増加があったことによる。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、17,401百万円の支出となり、前事業年度比で11,091百万円増加した。こ

れは主として、愛知県田原市工場用地取得のための支出額や、九州工場厚板製造設備等の有形固定資産の取得によ

る支出が15,078百万円となったこと等による。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、3,096百万円の支出となり、前事業年度比で1,081百万円増加した。これ

は、主として配当金の支払額が、3,091百万円となったことによる。 

これらの結果、現金及び現金同等物期末残高は、前事業年度比で2,946百万円増加し、131,049百万円となった。 

  

(3) 財政状態 

当事業年度末の流動資産合計の残高は、前事業年度比で2,007百万円増加し、183,877百万円となった。これは主

として受取手形が前事業年度比で3,601百万円増加し、24,058百万円となったこと等による。また、固定資産合計の

残高は、前事業年度比で16,001百万円増加し85,593百万円となった。これは、建設仮勘定が10,190百万円増加し

15,163百万円となったこと、及び投資有価証券の含み益が増加し16,431百万円となったこと等による。以上によ

り、資産合計の残高は、前事業年度比で18,009百万円増加し、269,470百万円となった。 

流動負債合計の残高は、前事業年度比で18,194百万円減少し、47,988百万円となった。これは主として、法人税

の中間納付等により、未払法人税等が15,772百万円減少し9,668百万円となったこと等による。固定負債合計の残高

は、前事業年度比で2,277百万円増加し、11,108百万円となった。これは主として、繰延税金負債が2,099百万円増

加し4,099百万円となったこと等による。以上により負債合計の残高は、前事業年度比で15,917百万円減少し、

59,097百万円となった。 

資本合計の残高については、前事業年度比で33,927百万円増加し210,373百万円となった。これは、主として当期

純利益33,944百万円を計上したこと等により、当期未処分利益が前事業年度比で30,852百万円増加し140,338百万円

となったこと等による。これらにより、当事業年度末の自己資本比率は、78.1%となった。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当事業年度の設備投資額は151億円である。このうち、主なものは、前事業年度より着手した九州工場の厚板製造設

備に関する投資と愛知県田原市の新工場用地の前渡金である。これらの投資については、全額自己資金を充当した。 

２ 【主要な設備の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 金額は帳簿価額であり、建設仮勘定は除いている。 
２ 上記の金額には消費税等は含まれていない。 
３ 本社土地は、当社子会社であるアメージング㈱に賃貸中の東京都足立区所在土地である。 
４ 上記の他、賃借中の主な設備は次のとおりである。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

当事業年度において、「第２ 事業の状況 ５ 経営上の重要な契約等」に記載のとおり、愛知県企業庁との間

で、新規工場用地を目的とした田原４区工業用地譲渡契約を締結している。また、九州工場厚板製造設備の設備計画

は、次のとおりである。 

  

(2) 重要な設備の除却等 
特記すべき事項なし。 

事業所名 
(所在地) 

事業の種別 
(生産品目等) 設備の内容 

帳簿価額(百万円) 
従業員数
(名) 建物

及び構築物

機械装置
及び車両 
運搬具 

土地
(面積㎡) 

工具器具及
び備品 合計 

本社 
(東京都千代田区) 

製品の販売 
原材料の購買 その他 18 ―

44
(33,070)

3 67 35 

岡山工場 
(岡山県倉敷市) 

溝形鋼 
Ｈ形鋼 
鋼板 
異形棒鋼 
鋼片 

電気炉３基 
ユニバーサル式大
型圧延設備１式 
連続式条鋼圧延設
備１式 
ホットストリップ
ミル１式他 

6,941 9,875
687

(475,464)
1,512 19,017 466 

九州工場 
(北九州市若松区) 

Ｈ形鋼 
鋼板 
鋼矢板 
鋼片 

電気炉１基 
ユニバーサル式大
型圧延設備１式 
  

2,598 2,888
3,699

(336,540)
931 10,117 200 

宇都宮工場 
(栃木県宇都宮市) 

溝形鋼 
Ｈ形鋼 
鋼矢板 
鋼片 

電気炉１基 
ユニバーサル式大
型圧延設備１式 

3,668 5,539
5,993

(151,043)
611 15,814 120 

高松工場 
(香川県高松市) 

異形棒鋼 
線材 
鋼片 

電気炉１基 
連続式棒線圧延設
備１式 

1,184 2,416
722

(112,625)
150 4,474 97 

設備名 数量 摘要 

本社(東京都千代田区)事務所 建物 809㎡ 契約期間６年 

大阪支社(大阪市中央区)事務所 建物 330㎡ 契約期間２年 

電子計算機 一式 契約期間３年 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
投資予定額 
（百万円） 資金調達方法 着手年月 完了予定年月 完成後の生産能力
総額 既支払額

九州工場 
（北九州市若松区） 

厚板製造設備 25,000 6,000 自己資金
平成17年
１月 

平成19年
１月 

60万トン



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注)  定款での定めは、次のとおりである。 

「当会社の発行する株式の総数は60,300万株とする。ただし、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を

減ずる。」。なお、平成18年6月27日開催の定時株主総会において、定款の一部変更が行われ、「当会社の発行可能株式

総数は、6億300万株とする。」となっている。 

② 【発行済株式】 

  

(注) 株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 発行済株式総数の減少は自己株式の利益による消却によるものである。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式 16,460株は「個人その他」に164単元、「単元未満株式の状況」に60株含まれている。自己株式 16,460株は株
主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数は16,260株である。 

２ 上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が82単元含まれている。 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 603,000,000 

計 603,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数(株) 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数(株)
(平成18年６月27日) 

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 155,064,249 155,064,249 
東京証券取引所 
(市場第一部) 

(注) 

計 155,064,249 155,064,249 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成12年４月１日 
 ～平成13年３月31日 

△107,200 155,064,249 ― 30,894 ― 28,844 

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

－ 75 47 256 278 3 16,099 16,758 ― 

所有株式数 
(単元) 

－ 293,424 11,000 263,892 450,042 18 531,693 1,550,069 57,349 

所有株式数 
の割合(％) 

－ 18.93 0.71 17.03 29.03 0.00 34.30 100.0 ― 



(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

（注） 上記大株主の池谷太郎氏は、平成18年３月26日逝去されたが、同氏名義の株式は、平成18年３月31日現在名義書換未了で

ある。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

池 谷 太 郎 東京都新宿区 25,515 16.45 

財団法人池谷科学技術振興財団 東京都千代田区霞が関一丁目４番２号 13,000 8.38 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 7,453 4.81 

池 谷 正 成 東京都新宿区 4,713 3.04 

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 4,288 2.77 

モルガン．スタンレーアンドカ
ンパニーインク 
（常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券会社東京支店） 

1585  BROADWAY  NEW  YORK,  NEW  YORK
10036,U.S.A. 
（東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号 恵比
寿ガーデンプレイスタワー） 

4,165 2.69 

ベア スターンズ アンド カ
ンパニー 
（常任代理人 シティバンク，
エヌ．エイ東京支店） 

ONE METROTECH CENTER NORTH, BROOKLYN, NY
11201 
（東京都品川区東品川二丁目３番14号） 

4,050 2.61 

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A. 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

3,641 2.35 

池 谷 義 弘 東京都港区 3,512 2.26 

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町一丁目２番１号 2,679 1.73 

計 ― 73,018 47.09 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) 1 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が 8,200株(議決権の数82個)含まれてい

る。 

2 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式60株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

(注) 株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が200株(議決権の数2個)ある。なお、当該株式数は上

記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めている。 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項なし。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等)   ― ― ― 

議決権制限株式(その他)   ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式)   株主としての権利内容に制限

のない、標準となる株式 普通株式 16,200 ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 154,990,700 1,549,907 同上 

単元未満株式 普通株式 57,349 ― 同上 

発行済株式総数   155,064,249 ― ― 

総株主の議決権   ― 1,549,907 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
東京製鐵株式会社 

東京都千代田区霞が関一
丁目４番２号大同生命霞
が関ビル 

16,200 － 16,200 0.0 

計 ― 16,200 － 16,200 0.0 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項なし。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

平成18年６月27日現在 

(注) 平成18年６月27日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条第２項の規定により、取締

役会の決議によって自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定めている。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項なし。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項なし。 

  

  ３ 【配当政策】 

(1)利益配分の基本方針 

当社の属する普通鋼電炉業界の大きな特色は、装置産業であることと市況産業であることである。業界のなかで

最新の生産技術を保持し、高い生産性と競争力とを継続的に保ち成長を続けていくためには、一定の期間をおい

て、設備の更新を慎重かつ大胆に実行していく必要がある。市況産業であるため業績が景気変動に大きく左右され

やすいなかで、投資を自己の判断で的確なタイミングで行っていくためには、内部留保は極めて重要であり、ま

た、株主の利益を長期的に確保することにもなると考えている。従って、当社は、利益配分の基本方針としては、

一定の配当性向を保つという考え方を採るのではなく、配当は業績に応じて決定することを原則としている。 

  

(2)当事業年度の配当決定に当たっての考え方 

当事業年度においては、当社では、鋼板類は輸出の減少により大幅な減産を余儀なくされたが、条鋼類の生産・

販売が好調に推移するなかで、原料鉄スクラップの需給が緩和して原料価格の値上がりが抑えられたため、過去最

高であった前期には及ばないものの引き続き高水準の利益を計上することができた。従って、当事業年度末の利益

配当金については、前事業年度と同様に、１株につき10円とし、中間配当金10円とあわせて年間20円の配当とし

た。 

(注)当事業年度の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年10月20日 

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議 ― ― ― 



（3）内部留保資金の使途 

当社は、鉄スクラップの高度利用を推進するなかで、積極的に設備投資を実行して、製品の高付加価値化・多様

化と生産性・品質の向上に努めてきたが、これらの投資は、激しい競争に打ち勝ちながら、さらに強固な経営基盤

を確立していくために必要な投資であり、その支払いは全額自己資金により充当してきた。現在、さらなる品種の

拡大を目指して、九州工場において厚板製造設備の新設工事を進めている。また、愛知県田原市で計画している新

工場のマスタープラン作りにも鋭意取り組んでいる。このように、ますます多様化する需要家のニーズに応えられ

る設備の新設のための投資を、今後とも全額自己資金を充当することで、的確かつ機動的に実行できるよう、引き

続き、内部留保の一層の充実に努めていく。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 東京証券取引所市場第一部における株価を採用した。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 東京証券取引所市場第一部における株価を採用した。 

  

回次 第88期 第89期 第90期 第91期 第92期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 525 590 1,378 2,030 2,475 

最低(円) 302 322 320 1,250 1,359 

月別 
平成17年 
10月 

11月 12月
平成18年
１月 

２月 ３月 

最高(円) 1,773 1,624 1,817 1,946 2,325 2,475 

最低(円) 1,492 1,504 1,556 1,500 1,869 2,100 



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役社長 
  

(代表取締役) 

－  
  西 本 利 一 昭和35年５月28日

昭和59年４月 

平成11年９月 
平成13年６月 

平成16年11月 
平成18年６月 

当社入社 

岡山工場製鋼部長 
岡山工場圧延部長 

高松工場長 
取締役社長就任（現） 

1

常務取締役 総務部長 阪 部 英 二 昭和25年３月１日

昭和54年10月 

昭和55年４月 
昭和58年12月 

昭和61年４月 
昭和63年７月 

平成２年４月 
平成５年４月 

平成６年４月 
平成８年４月 

平成８年６月 
平成18年６月 

当社入社 

TOKYO STEEL(U.S.A.),INC.出向 
TAMCO出向 

販売管理部長代理 
企画情報部長 

販売部長 
大阪支社販売部長 

名古屋支社長 
総務部長 

取締役総務部長就任 
常務取締役総務部長就任（現） 

50

常務取締役 営業本部長 大 堀 直 人 昭和27年2月24日

昭和50年３月 

平成元年４月 

平成３年７月 

平成５年４月 

平成８年４月 

平成10年７月 

平成11年４月 

平成16年６月 

平成18年６月 

当社入社 

高松工場業務部長代理 

物流部長代理 

鋼板販売部長 

名古屋支社長 

建材部長 

販売部長 

取締役営業本部長就任 

常務取締役営業本部長就任（現） 

8

取締役 岡山工場長 山 下 裕 行 昭和24年12月24日

昭和47年４月 

平成元年４月 

平成２年７月 

平成８年４月 

平成８年６月 

平成12年４月 

平成18年６月 

㈱土佐電気製鋼所入社 

当社九州工場製鋼部長代理 

岡山工場製鋼部長 

高松工場工場長付部長 

取締役高松工場長就任 

取締役九州工場長就任 

取締役岡山工場長就任（現） 

3

取締役 九州工場長 山 田 和 文 昭和24年11月16日 

昭和48年７月 

平成９年４月 

平成10年７月 

平成12年４月 

平成14年４月 

平成16年６月 

平成18年６月 

当社入社 

九州工場管理部長代理 

宇都宮工場管理部長代理 

宇都宮工場生産部長 

宇都宮工場長 

取締役宇都宮工場長就任 

取締役九州工場長就任（現） 

3 

取締役 購買部長 小 川 卓 男 昭和28年2月25日 

昭和50年３月 

平成２年４月 

平成３年７月 

平成11年４月 

平成13年４月 

平成18年６月 

当社入社 

大阪支社販売部長代理 

購買部長代理 

岡山工場総務部長 

購買部長 

取締役購買部長就任（現） 

0 

取締役 大阪支社長 今 村 清 志 昭和32年６月28日 

昭和56年４月 

平成４年４月 

平成６年４月 

平成８年４月 

平成11年４月 

平成13年４月 

平成16年６月 

平成18年６月 

当社入社 

九州工場総務部長代理 

大阪支社広島営業所長 

鋼板部長 

購買部長 

名古屋支社長 

大阪支社長 

取締役大阪支社長就任（現） 

0 



  

(注) １ 監査役松村龍彦、野元三夏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

２ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役２名を選出している。補欠監査役の略歴は

以下のとおりである。 

（注）補欠監査役川口春馬は、会社法第２条第16号に定める社外監査役の要件を充足している。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

常任監査役 
  

(常勤) 
－ 高 橋   靖 昭和６年４月24日

昭和24年４月 

昭和46年４月 
昭和49年１月 

昭和54年２月 
昭和63年６月 

平成２年６月 

当社入社 

九州工場長 
取締役九州工場長就任 

常務取締役岡山工場長就任 
常務取締役購買担当 

常任監査役(常勤)就任(現) 

15

監査役 － 松  村  龍  彦 昭和37年３月７日

平成２年４月 
平成10年４月 

平成11年６月 
平成14年５月 

平成15年１月 
平成15年６月 

弁護士登録(第一東京弁護士会) 
日本弁護士連合会調査室嘱託 

津村建物株式会社取締役 
東宝株式会社顧問弁護士(現) 

株式会社みなも取締役 
監査役就任(現) 

3

監査役 ― 
野  元  三  夏 
（通称弁護士名 
原澤 三夏） 

昭和44年７月11日

平成７年４月 

  
平成18年６月 

弁護士登録（第二東京弁護士会所

属） 
監査役就任（現） 

―

計 84 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 

（千株） 

遠 藤 誠 久 昭和22年2月22日生 
昭和44年 ４月 当社入社

3 平成２年 ６月 当社取締役

平成14年 ６月 当社技術顧問（現）

川 口 春 馬 昭和19年３月８日生 
平成元年 ４月 慶應義塾大学理工学部教授・工学博士（現） 

－ 
平成13年 ４月 近畿大学分子工学研究所客員教授（現） 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、従来から、少数の取締役による迅速な意思決定と取締役会の活性化を目指すとともに、取締役相互の経

営監視とコンプライアンスの徹底をはかってきた。また、監査役会の活性化にも努め、監査の充実をはかってき

た。今後とも、監査役制度採用会社として、取締役の業務の執行につき、監督を徹底できるよう努めていく。な

お、必要な会社情報は、早く、正確に、公平に提供するよう努めており、今後とも明朗な社風を維持すべく努力し

ていく。 

  

(2)内部統制・リスク管理体制の整備の状況 

 

（矢印は、報告、指示、選任、監査等を表す） 

当社は、監査役制度を採用しており、取締役７名、監査役３名（内、社外監査役２名）である。取締役会又は経

営会議を原則として毎月1～2回開催している。監査役会については、当事業年度中８回開催した。また、経営上の

最優先課題である安全・環境・品質の特定事項に関しては、事業所ごとでの推進とあわせて会社レベルでの意識の

高揚と徹底をはかるため、社長を委員長とする三委員会を、各々年２回開催し、それぞれに調査・研究・審議を行

っている。なお、顧問契約を締結している顧問弁護士より、コーポレート・ガバナンス体制の充実についても必要

に応じてアドバイスを受けている。会計監査人である、あずさ監査法人からは通常の会計監査の他にコーポレー

ト・ガバナンス体制の充実などについても、適宜アドバイスを受けている。また、会計監査人と監査役は定期的な

打ち合わせを含め、必要に応じ随時情報の交換を行うことで、相互の連携を高めている。なお、社外監査役と当社

との間に特別の利害関係はない。 

業務を執行した公認会計士の氏名 

三和 彦幸及び佐野 裕の両氏の当社に係る継続監査年数は７年以下である。また、監査業務に係る補助者の構

成は、公認会計士３名、会計士補４名、その他監査従事者２名、計９名となっている。 

  

指定社員 公認会計士 三和 彦幸（あずさ監査法人） 

指定社員 公認会計士 佐野 裕（あずさ監査法人） 



(3)役員報酬の内容 

取締役に支払った報酬  126百万円 

監査役に支払った報酬   15百万円 

  

(4)監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  20百万円 

上記以外の業務に基づく報酬はない。 



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただし書きに

より、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及び当

事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けてい

る。 

  

３ 連結財務諸表について 

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度

に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成していない。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりである。 

会社間項目の消去後の数値により算出している。 

  

資産基準 0.1％

売上高基準 0.1％

利益基準 0.0％

利益剰余金基準 0.4％



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項なし。 

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  



２【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

   
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     128,102     131,049   

２ 受取手形     20,456     24,058   

３ 売掛金     20,223     18,779   

４ 製品     5,211     2,573   

５ 半製品     1,400     1,276   

６ 原材料     1,810     2,134   

７ 貯蔵品     2,147     2,634   

８ 前払費用     240     194   

９ 繰延税金資産     2,229     1,135   

10 その他     86     84   

貸倒引当金     △40     △42   

流動資産合計     181,869 72.3   183,877 68.2 

Ⅱ 固定資産               

(1) 有形固定資産               

１ 建物   33,657     33,418     

減価償却累計額   21,020 12,646   21,532 11,885   

２ 構築物   10,760     10,771     

減価償却累計額   8,214 2,545   8,239 2,532   

３ 機械及び装置   194,239     192,627     

減価償却累計額   171,593 22,645   171,946 20,681   

４ 車両及び運搬具   320     324     

減価償却累計額   268 52   286 37   

                



  

  

   
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

５ 工具器具及び備品   11,864     12,159     

減価償却累計額   9,246 2,617   8,947 3,211   

６ 土地     11,151     11,151   

７ 建設仮勘定     4,972     15,163   

有形固定資産合計     56,632 22.5   64,663 24.0 

(2) 無形固定資産               

１ ソフトウェア     70     542   

２ 電気供給施設利用権     1     1   

３ その他     125     894   

無形固定資産合計     198 0.1   1,438 0.6 

(3) 投資その他の資産               

１ 投資有価証券     10,740     16,431   

２ 関係会社株式     1,430     1,430   

３ 出資金     8     8   

４ 長期貸付金     ―     129   

５ 従業員長期貸付金     316     240   

６ 長期前払費用     170     157   

７ その他     96     1,095   

貸倒引当金     △3     △3   

投資その他の資産合計     12,760 5.1   19,490 7.2 

固定資産合計     69,591 27.7   85,593 31.8 

資産合計     251,461 100.0   269,470 100.0 

        



  
   

前事業年度
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形     3,438     3,331   

２ 買掛金     20,693     22,164   

３ 未払金     2,089     2,693   

４ 未払費用     6,838     7,717   

５ 未払法人税等     25,441     9,668   

６ 未払消費税等     2,755     964   

７ 前受金     4,132     680   

８ 預り金     30     44   

９ 賞与引当金     702     695   

10 設備支払手形     62     27   

流動負債合計     66,183 26.3   47,988 17.8 

Ⅱ 固定負債               

１ 繰延税金負債     2,000     4,099   

２ 退職給付引当金     5,880     5,859   

３ 役員退職慰労引当金     580     739   

４ その他     370     410   

固定負債合計     8,831 3.5   11,108 4.1 

負債合計     75,015 29.8   59,097 21.9 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※１   30,894 12.3   30,894 11.5 

Ⅱ 資本剰余金               

 １ 資本準備金     28,844     28,844   

   資本剰余金合計     28,844 11.5   28,844 10.7 

Ⅲ 利益剰余金               

 １ 利益準備金     3,863     3,863   

 ２ 任意積立金               

(1)特別償却準備金   0     ―     

(2)圧縮記帳積立金   274 274   265 265   

 ３ 当期未処分利益     109,485     140,338   

   利益剰余金合計     113,624 45.2   144,468 53.6 

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    3,093 1.2   6,181 2.3 

Ⅴ 自己株式 ※２   △11 △0.0   △16 △0.0 

資本合計     176,445 70.2   210,373 78.1 

負債・資本合計     251,461 100.0   269,470 100.0 

        



② 【損益計算書】 

  

  

    
前事業年度

(平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで) 

当事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

区分 
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     232,105 100.0   209,163 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１ 期首製品たな卸高   4,444     5,211     

２ 当期製品製造原価   149,512     139,001     

３ 他勘定より受入高 ※１ 36     16     

合計   153,993     144,229     

４ 他勘定へ振替高 ※２ 5,494     5,666     

５ 期末製品たな卸高   5,211 143,287 61.7 2,573 135,989 65.0 

売上総利益     88,817 38.3   73,174 35.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※５             

１ 運賃諸掛   13,101     12,896     

２ 貸倒引当金繰入額   13     2     

３ 役員報酬   124     141     

４ 役員退職慰労引当金 
  繰入額 

  193     158     

５ 給料諸手当   759     837     

６ 賞与引当金繰入額   71     66     

７ 退職給付費用   77     76     

８ 福利厚生費   126     122     

９ 交際費   13     13     

10 交通通信費   73     72     

11 広告宣伝費   2     2     

12 会費   1     1     

13 租税公課   602     488     

14 減価償却費   97     97     

15 賃借料   167     201     

16 その他   432 15,857 6.9 459 15,638 7.5 

営業利益     72,960 31.4   57,535 27.5 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   63     78     

２ 受取配当金 ※３ 640     736     

３ 仕入割引   141     128     

４ 受取賃貸料   87     88     

５ 為替差益   441     83     

６ たな卸資産低価損 
  戻入額 

  32     4     

７ 雑収入   34 1,442 0.6 30 1,149 0.5 

                



  

  

    
前事業年度

(平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで) 

当事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

区分 
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   12     8     

２ 売上割引   315     307     

３ 寄付金   3     2     

４ 退職加算金   1     5     

５ 雑損失   39 372 0.1 148 471 0.2 

経常利益     74,030 31.9   58,213 27.8 

Ⅵ 特別利益               

１ 投資有価証券 
売却益 

  3     ―     

２ 償却債権取立益   21 24 0.0 30 30 0.0 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産除却損 ※４ 787     1,243     

２ 投資有価証券売却損   ― 787 0.3 9 1,253 0.6 

税引前当期純利益     73,267 31.6   56,990 27.2 

法人税、住民税及び事業
税 

  24,990     21,972     

法人税等調整額   △2,350 22,639 9.8 1,073 23,045 11.0 

当期純利益     50,628 21.8   33,944 16.2 

前期繰越利益     60,407     107,943   

中間配当額     1,550     1,550   

当期未処分利益     109,485     140,338   

        



製造原価明細書 

  

(注) 原価計算の方法 

実際原価に基づく工程別組別総合原価計算による。 

  

※１ 労務費には次のものを含んでいる。 

※２ 経費のうち主なものは次のとおりである。 

※３ 他勘定へ振替高の内訳は次のとおりである。 

  

    
前事業年度

(平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで) 

当事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比 
(％) 

Ⅰ 原材料費   111,238 74.1 101,124 72.7 

Ⅱ 労務費 ※１ 7,191 4.8 7,622 5.5 

Ⅲ 経費 ※２ 31,654 21.1 30,316 21.8 

   当期総製造費用   150,083 100.0 139,063 100.0 

   期首半製品たな卸高   1,004   1,400   

合計   151,088   140,464   

   他勘定へ振替高 ※３ 175   186   

   期末半製品たな卸高   1,400   1,276   

   当期製品製造原価   149,512   139,001   

   

    前事業年度   当事業年度 

賞与引当金繰入額   631百万円  629百万円

退職給付費用   546   503 

    前事業年度   当事業年度 

支払電力水道料   12,404百万円  11,581百万円

減価償却費   6,379   6,095 

    前事業年度   当事業年度 

営業外収益 
(たな卸資産低価損戻入額) 

  0百万円  △0百万円

製造経費その他   175   186 

計   175   186 



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

    
前事業年度

(平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで) 

当事業年度 
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       
１ 税引前当期純利益   73,267 56,990 
２ 減価償却費   6,479 6,200 
３ 退職給付引当金の減少額   △304 △20 
４ 賞与引当金の増加額又は減少額（△）   222 △6 
５ 貸倒引当金の増加額   7 2 
６ 役員退職慰労引当金の増加額又は減少額
(△) 

  △3 158 

７ 投資有価証券売却益   △3 ― 
８ 投資有価証券売却損   ― 9 
９ たな卸資産低価損戻入額   △32 △4 
10 受取利息及び受取配当金   △703 △814 
11 支払利息   12 8 
12 為替差益   △158 △47 
13 有形固定資産除却損   787 1,243 
14 売上債権の増加額   △4,709 △2,157 
15 たな卸資産の減少額又は増加額(△)   △777 1,955 
16 仕入債務の増加額又は減少額(△)   △2,760 1,359 
17 未払費用の増加額又は減少額（△）   △392 458 
18  前受金の増加額又は減少額（△）   2,065 △3,451 
19 未払消費税等の増加額又は減少額（△）   1,805 △1,791 
20 その他   678 △80 

小計   75,480 60,012 

21 利息及び配当金の受取額   700 814 
22 利息の支払額   △12 △8 
23 法人税等の支払額   △60 △37,421 

営業活動によるキャッシュ・フロー   76,109 23,396 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       
１ 定期預金の預入による支出   △40,000 △61,000 
２ 定期預金の払戻による収入   40,000 60,000 
３ 有形固定資産の取得による支出   △5,693 △15,078 
４ 投資有価証券の取得による支出   △1,204 △500 
５ 投資有価証券の売却による収入   3 7 
６ 投資有価証券の償還による収入   500 ― 
７ 貸付けによる支出   △19 △129 
８ 貸付金の回収による収入   106 106 
９ その他   △3 △807 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △6,310 △17,401 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       
１ 自己株式の取得による支出   △6 △5 
２ 配当金の支払額   △2,008 △3,091 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △2,015 △3,096 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   158 47 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   67,942 2,946 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高   60,160 128,102 

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高 ※ 128,102 131,049 
        



④ 【利益処分計算書】 

  

(注)  日付は株主総会承認年月日である。 

  

   
前事業年度

(平成17年６月24日) 
当事業年度 

(平成18年６月27日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益     109,485   140,338 

Ⅱ 任意積立金取崩額           

１ 特別償却準備金取崩額   0   ―   

２ 圧縮記帳積立金取崩額   8 8 7 7 

合計     109,494   140,345 

Ⅲ 利益処分額           

１ 配当金     1,550   1,550 

Ⅳ 次期繰越利益     107,943   138,795 

    



重要な会計方針 

  

  

前事業年度 
(平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで) 

当事業年度
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 満期保有目的の債券 

    償却原価法によっている。 

 (2) 子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法によっている。 

 (3) その他有価証券 

    時価のあるもの…決算期末日の市場価格等に基 

            づく時価法（評価差額は全部 

            資本直入法により処理し、売 

            却原価は、移動平均法により 

            算定）によっている。 

    時価のないもの…移動平均法による原価法によ 

            っている。 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 満期保有目的の債券 

    同左 

 (2) 子会社株式及び関連会社株式 

    同左 

 (3) その他有価証券 

同左 

  

２ デリバティブ 

  時価法によっている。 

  

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  製品、半製品、原材料、貯蔵品 

     …後入先出法に基づく低価法(洗替え方式) 

  未着原材料…個別法に基づく低価法(洗替え方式) 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    定率法によっている。 

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建

物附属設備は除く)については、定額法によって

いる。 

    なお、耐用年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっている。 

 (2) 無形固定資産 

    定額法によっている。 

    なお、耐用年数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっている。 

    ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

によっている。 

 (3) 長期前払費用 

    均等償却によっている。 

    なお、償却期間については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっている。 

３ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    同左 

  

  

  

  

  

 (2) 無形固定資産 

    同左 

  

  

  

  

  

 (3) 長期前払費用 

    同左 

５ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    売掛金などの債権に対する回収事故に対処して設

定している。 

一般債権…貸倒実績率法によっている。 

貸倒懸念債権等特定の債権 

…個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上している。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    同左 

  

  

 (2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、前年の支給実

績額を基礎とした支給見込額により設定を行って

いる。 

 (2) 賞与引当金 

同左 



  

  

前事業年度 
(平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで) 

当事業年度
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

 (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

している。 

過去勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数(10年)による定額法により

按分した額を費用処理している。 

数理計算上の差異は各事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)によ

る定率法により按分した額を、それぞれ発生年度

の翌期より費用処理することとしている。 

 (3) 退職給付引当金 

同左 

（4） 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上している。 

（4） 役員退職慰労引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

７ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３か月以内に

満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資である。 

６ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっている。 

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 



  
会計処理の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  

前事業年度 
(平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで) 

当事業年度
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第6

号）を適用している。 

この変更が損益に与える影響はない。 

前事業年度 
(平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで) 

当事業年度
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

（損益計算書） 

前事業年度において営業外費用の「雑損」に含めて表示

していた「売上割引」（前事業年度207百万円）につい

ては、区分掲記している。 

  

――――― 

  

  



注記事項 
(貸借対照表関係) 

  

  

(損益計算書関係) 
  

  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  

前事業年度 

(平成17年３月31日) 

当事業年度 

(平成18年３月31日) 

※１ 会社が発行する株式の総数は603,000,000株(普通

株式)である。 

定款の定めにより株式の消却が行われた場合に

は、会社が発行する株式について、これに相当

する株式数を減ずることになっている。 

なお、当事業年度末現在の発行済株式の総数は

155,064,249株（普通株式）である。 

※１ 会社が発行する株式の総数は603,000,000株(普通

株式)である。 

定款の定めにより株式の消却が行われた場合に

は、会社が発行する株式について、これに相当

する株式数を減ずることになっている。 

なお、当事業年度末現在の発行済株式の総数は

155,064,249株（普通株式）である。 

※２ 自己株式の所有数 

普通株式 13,356株  

※２ 自己株式の所有数 

普通株式 16,260株  

 ３ 配当制限 

   有価証券の時価評価により、純資産額が3,093百

万円増加している。 

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されて

いる。 

 ３ 配当制限 

   有価証券の時価評価により、純資産額が6,181 

百万円増加している。 

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されて

いる。 

前事業年度 

(平成16年４月１日から 

平成17年３月31日まで) 

当事業年度 

(平成17年４月１日から 

平成18年３月31日まで) 

※１ 他勘定より受入高の内訳は次のとおりである。 

 原材料売上原価等 36百万円  

計 36  

※１ 他勘定より受入高の内訳は次のとおりである。 

 原材料売上原価等 16百万円   

計 16   

※２ 他勘定へ振替高の内訳は次のとおりである。 

 原材料(原料還元高) 5,486百万円  

 固定資産 37  

 営業外収益 

 (たな卸資産低価損戻入額)
△37  

その他 8  

計 5,494  

※２ 他勘定へ振替高の内訳は次のとおりである。 

 原材料(原料還元高) 5,352百万円   

 固定資産 308   

 営業外収益 

 (たな卸資産低価損戻入額)
△2   

その他 8   

計 5,666   

※３ 受取配当金には関係会社からのものが、577百万

円含まれている。 

※３ 受取配当金には関係会社からのものが、611百万

円含まれている。 

※４ 主な内訳は次のとおりである。 

機械及び装置 104百万円  

工具器具及び備品 623  

※４ 主な内訳は次のとおりである。 

建物 193百万円   

構築物 87   

機械及び装置 352   

工具器具及び備品 609   

※５ 一般管理費に含まれる研究開発費は、65百万円で

ある。 

※５ 一般管理費に含まれる研究開発費は、68百万円で

ある。 

前事業年度 

(平成16年４月１日から 

平成17年３月31日まで) 

当事業年度 

(平成17年４月１日から 

平成18年３月31日まで) 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 128,102百万円  

現金及び現金同等物 128,102  

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 131,049百万円   

現金及び現金同等物 131,049   



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで) 

当事業年度
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。 

  
工具器具 
及び備品 
(百万円) 

 
車両及び 
運搬具 
(百万円) 

  
  
合計 
(百万円)

  取得価額 
  相当額 

358  30  389 

  減価償却 
  累計額相当額 

338  30  368 

  期末残高 
  相当額 

19  0  20 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。 

工具器具
及び備品
(百万円)

車両及び 
運搬具 
(百万円) 

  
  
合計 
(百万円) 

 取得価額
  相当額 

122  30  153 

 減価償却
  累計額相当額 

46  16  63 

 期末残高
  相当額 

76  14  90 

② 未経過リース料期末残高相当額 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

いる。 

 １年内 11百万円  

 １年超 8  

 合計 20  

② 未経過リース料期末残高相当額 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

いる。 

 １年内 27百万円   

 １年超 62   

 合計 90   

③ 支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 49百万円  

減価償却費相当額 49  

③ 支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 20百万円   

減価償却費相当額 20   

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

 １年内 64百万円  

 １年超 64  

 合計 128  

オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

 １年内 64百万円   

 １年超 －   

 合計 64   



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日現在) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない有価証券 

  

  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額 

  

  

区分 
貸借対照表日における
貸借対照表計上額 
(百万円) 

貸借対照表日における
時価 
(百万円) 

差額(百万円) 

時価が貸借対照表計上額を超えるも
の 

      

①非上場外国債券 1,991 2,020 28 

小計 1,991 2,020 28 

時価が貸借対照表計上額を超えない
もの 

      

①非上場外国債券 1,507 1,505 △2 

小計 1,507 1,505 △2 

合計 3,499 3,525 26 

区分 取得原価(百万円)
貸借対照表日における
貸借対照表計上額 
(百万円) 

差額(百万円) 

貸借対照表計上額が取得原価を超え
るもの 

      

①株式 1,973 7,189 5,216 

合計 1,973 7,189 5,216 

内容 貸借対照表計上額(百万円) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 1,430 

合計 1,430 

(2) その他有価証券   

   非上場株式 52 

合計 52 

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 

(1) 債券         

  非上場外国債券(百万円) ― ― 3,500 ― 

合計  (百万円) ― ― 3,500 ― 



当事業年度(平成18年３月31日現在) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない有価証券 

  

  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額 

  

  

区分 
貸借対照表日における
貸借対照表計上額 
(百万円) 

貸借対照表日における
時価 
(百万円) 

差額(百万円) 

時価が貸借対照表計上額を超えるも
の 

      

①非上場外国債券 3,493 3,520 27 

小計 3,493 3,520 27 

時価が貸借対照表計上額を超えない
もの 

      

①非上場外国債券 506 503 △2 

小計 506 503 △2 

合計 3,999 4,024 24 

区分 取得原価(百万円)
貸借対照表日における
貸借対照表計上額 
(百万円) 

差額(百万円) 

貸借対照表計上額が取得原価を超え
るもの 

      

①株式 1,973 12,396 10,423 

合計 1,973 12,396 10,423 

内容 貸借対照表計上額(百万円) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 1,430 

合計 1,430 

(2) その他有価証券   

   非上場株式 35 

合計 35 

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 

(1) 債券         

  非上場外国債券(百万円) － － 4,000 － 

合計  (百万円) － － 4,000 － 



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

前事業年度末（平成17年３月31日） 

期末残高がないため該当事項なし。 

当事業年度末（平成18年３月31日） 

期末残高がないため該当事項なし。 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

① 取引の内容及び利用目的等 

通常の営業過程における輸出取引に伴う外貨建取引

の為替相場の変動によるリスクを回避する目的で、

先物為替予約を利用している。 

① 取引の内容及び利用目的等 

  同左 

② 取引に対する取組方針 

投機目的や、トレーディング目的のデリバティブ取

引は行っていない。 

② 取引に対する取組方針 

  同左 

③ 取引に係るリスクの内容 

デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い国内銀

行であるため、相手先の契約不履行による信用リス

クはほとんどないと認識している。 

③ 取引に係るリスクの内容 

  同左 

④ 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の実行及び管理は経理部が実施し

ている。取引の実行時には社長の決裁を得てこれを

行い、取引実行後の残高等は社長及び経理部長に報

告している。 

④ 取引に係るリスク管理体制 

  同左 



(退職給付関係) 

前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度(定年退職者のみを対象とし、その退職金の50％相当額につい

て採用)及び一時金制度を設けている。 

  

２ 退職給付債務及びその内訳(平成17年３月31日現在) 

  

  

３ 退職給付費用の内訳 

  

(注) 上記退職給付費用以外に、退職加算金として1百万円を営業外費用に計上している。 

  

４ 退職給付債務等の計算基礎 

  

  

項目 金額(百万円) 

(1) 退職給付債務 △9,180 

(2) 年金資産 3,106 

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) △6,073 

(4) 未認識過去勤務債務 3 

(5) 未認識数理計算上の差異 430 

(6) 貸借対照表計上額純額(3)＋(4)＋(5) △5,639 

(7) 前払年金費用 240 

(8) 退職給付引当金(6)－(7) △5,880 

項目 金額(百万円) 

(1) 勤務費用 383 

(2) 利息費用 192 

(3) 期待運用収益 △64 

(4) 過去勤務債務の費用処理額 0 

(5) 数理計算上の差異の費用処理額 111 

(6) 退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋(4) ＋(5) 623 

(1) 割引率 2.0％ 

(2) 期待運用収益率 2.0％ 

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(4) 過去勤務債務の処理年数 10年(定額法) 

(5) 数理計算上の差異の処理年数 10年(定率法) 



当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度(定年退職者のみを対象とし、その退職金の50％相当額につい

て採用)及び一時金制度を設けている。 

  

２ 退職給付債務及びその内訳(平成18年３月31日現在) 

  

  

３ 退職給付費用の内訳 

  

(注) 上記退職給付費用以外に、退職加算金として5百万円を営業外費用に計上している。 

  

４ 退職給付債務等の計算基礎 

  

  

項目 金額(百万円) 

(1) 退職給付債務 △9,124 

(2) 年金資産 3,558 

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) △5,565 

(4) 未認識過去勤務債務 3 

(5) 未認識数理計算上の差異 △103 

(6) 貸借対照表計上額純額(3)＋(4)＋(5) △5,665 

(7) 前払年金費用 194 

(8) 退職給付引当金(6)－(7) △5,859 

項目 金額(百万円) 

(1) 勤務費用 368 

(2) 利息費用 183 

(3) 期待運用収益 △62 

(4) 過去勤務債務の費用処理額 0 

(5) 数理計算上の差異の費用処理額 88 

(6) 退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋(4) ＋(5) 579 

(1) 割引率 2.0％ 

(2) 期待運用収益率 2.0％ 

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(4) 過去勤務債務の処理年数 10年(定額法) 

(5) 数理計算上の差異の処理年数 10年(定率法) 



(税効果会計関係) 

  

  

(持分法損益等) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産)    

  役員退職慰労引当金 236百万円

 退職給付引当金 2,092  

 賞与引当金 285  

  貸倒引当金 318  

 会員権評価損 28  

 未払事業税 1,899  

 その他 117  

 繰延税金資産小計 4,979  

 評価性引当額 △2,446  

  繰延税金資産合計 2,533  

    

(繰延税金負債)   

 圧縮記帳積立金 △182  

 その他有価証券評価差額金 △2,122  

  繰延税金負債合計 △2,304  

  繰延税金資産(又は負債)の
  純額 

228  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産)    

  役員退職慰労引当金 300百万円

 退職給付引当金 2,305  

 賞与引当金 283  

  貸倒引当金 307  

 会員権評価損 28  

 未払事業税 723  

 その他 203  

 繰延税金資産小計 4,152  

 評価性引当額 △2,697  

  繰延税金資産合計 1,454  

    

(繰延税金負債)   

 圧縮記帳積立金 △177  

 その他有価証券評価差額金 △4,241  

  繰延税金負債合計 △4,418  

 繰延税金資産(又は負債)の
  純額 

△2,964  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.69％  

(調整)   

評価性引当額の減少 △9.46  

その他 △0.33  

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

30.90 ％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であ

るため注記を省略している。 
  

前事業年度 
(平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで) 

当事業年度
(平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで) 

関連会社に対する投資の金額 1,430百万円

持分法を適用した場合の投資の金額 1,153 

持分法を適用した場合の投資利益の金額 604 

関連会社に対する投資の金額 1,430百万円

持分法を適用した場合の投資の金額 1,278 

持分法を適用した場合の投資利益の金額 609 



【関連当事者との取引】 

前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで) 

該当事項なし。 

  

当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで) 

該当事項なし。 

  

(１株当たり情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

  

前事業年度 
(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで) 

当事業年度
(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで) 

１株当たり純資産額 1,137.99円 １株当たり純資産額 1,356.83円

１株当たり当期純利益 326.52円 １株当たり当期純利益 218.93円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

損益計算書上の当期純利益 50,628百万円

普通株式に係る当期純利益 50,628百万円

普通株主に帰属しない金額の主な内訳 該当事項な

し。 

普通株式の期中平均株式数 155,052,863株

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

損益計算書上の当期純利益 33,944百万円

普通株式に係る当期純利益 33,944百万円

普通株主に帰属しない金額の主な内訳 該当事項な

し。 

普通株式の期中平均株式数 155,049,705株

前事業年度 
(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで) 

当事業年度
(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで) 

工場用地取得の件 
当社は、平成17年５月13日開催の取締役会において、愛
知県田原市に新工場用地約100haの取得を決議した。取
得価格は未定である（愛知県企業庁標準売価により、平
成17年８月初旬予定の契約書締結時期までに決定）。物
件の引渡し時期は、平成18年度末の予定である。 

――――― 

  



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  
  

【債券】 

  

  

【有形固定資産等明細表】 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)     

その他有価証券     

住友商事(株) 2,079,000 3,484 

三菱商事(株) 1,000,000 2,680 

三井物産(株) 1,501,000 2,554 

(株)三井住友フィナンシャルグルー
プ 

912 1,185 

(株)伊予銀行 699,000 884 

丸紅(株) 1,157,000 712 

阪和興業(株) 1,125,000 609 

ＪＦＥ商事ホールディングス(株) 200,000 124 

岡谷鋼機(株) 55,000 103 

(株)三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ
ループ 

31 55 

その他５銘柄 211,500 35 

計 8,028,443 12,432 

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)     

満期保有目的の債券     

SMBC International Finance N.V. 
ユーロ円建期限付劣後債 

1,000 1,000 

三菱信託銀行(株) 
ユーロ円建期限付劣後債 

500 500 

（株）三井住友銀行 
ユーロ円建期限付劣後債 

500 493 

BTM(CURACAO)HOLDINGS N.V.#645 300 303 

三菱信託銀行(株) 
ユーロ円建期限付劣後債 

200 203 

（株）三井住友銀行 
ユーロ円建期限付劣後債 

1,000 1,000 

（株）三井住友銀行 
ユーロ円建期限付劣後債 

500 500 

計 4,000 3,999 

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
当期末減価
償却累計額 当期償却額 差引当期末



(注) １ 当期増加額及び減少額の主なものは次のとおりである。 

２ 無形固定資産については、金額が資産総額の１％以下であるため「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の記

載を省略した。 

３ 当期償却額の配分状況は次のとおりである。 

  
【社債明細表】 
該当事項なし。 

  

資産の種類 
(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 又は償却

累計額 
(百万円) 

(百万円) 残高 
(百万円) 

有形固定資産               

 建物 33,657 214 453 33,418 21,532 903 11,885 

 構築物 10,760 231 219 10,771 8,239 190 2,532 

 機械及び装置 194,239 1,784 3,396 192,627 171,946 3,488 20,681 

 車両及び運搬具 320 5 2 324 286 19 37 

 工具器具及び備品 11,864 2,736 2,441 12,159 8,947 1,478 3,211 

 土地 11,151 ― ― 11,151 ― ― 11,151 

 建設仮勘定 4,972 15,162 4,971 15,163 ― ― 15,163 

有形固定資産計 266,967 20,134 11,484 275,617 210,953 6,080 64,663 

無形固定資産               

 ソフトウェア ― ― ― 668 125 83 542 

 電気供給施設 
 利用権 

― ― ― 12 11 0 1 

 その他 ― ― ― 1,097 203 19 894 

無形固定資産計 ― ― ― 1,778 339 103 1,438 

長期前払費用 472 3 0 476 318 15 157 

繰延資産               

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 

科目 摘要 金額(百万円) 

増加額 
工具器具及び備品 

岡山、九州、宇都宮、高松工場 圧延ロール 2,640 

建設仮勘定 岡山、九州、宇都宮、高松工場 圧延ロール 3,009 

建設仮勘定 愛知県田原市工場用地 6,589 

建設仮勘定 九州工場厚板製造設備 3,355 

減少額 
機械及び装置 

九州工場中形工場設備 2,042 

  製造原価   6,095 百万円 

  販売費及び一般管理費   97   

  営業外費用   7   

  計   6,200   



【借入金等明細表】 

  

(注) １ 輸出前受金は、輸出売掛金の決済に合わせて充当もしくは返金する。また、保証預り金については、返済期限を特に定め

ていない。 

２ 平均利率については、当期末残高に対する加重平均利率を記載している。 

  

【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式は16,260株である。 

２ 特別償却準備金及び圧縮記帳積立金の減少の原因は、前期決算の利益処分に伴う取崩によるものである。 

  

区分 前期末残高(百万円) 当期末残高(百万円) 平均利率(％) 返済期限 

短期借入金 ― ― ― ― 

１年以内に返済予定
の長期借入金 

― ― ― ― 

長期借入金（１年以
内に返済予定のもの
を除く。） 

― ― ― ― 

輸出前受金及び保証
預り金 

4,502 1,050 0.95 ― 

合計 4,502 1,050 0.95 ― 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 30,894 ― ― 30,894 

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (155,064,249) (     ―) (     ―) (155,064,249)

普通株式 (百万円) 30,894 ― ― 30,894 

計 (株) (155,064,249) (     ―) (     ―) (155,064,249)

計 (百万円) 30,894 ― ― 30,894 

資本準備金及び

その他資本剰余

金 

(資本準備金) 

株式払込剰余金 
(百万円) 28,844 ― ― 28,844 

計 (百万円) 28,844 ― ― 28,844 

利益準備金 

及び 

任意積立金 

(利益準備金) (百万円) 3,863 ― ― 3,863 

(任意積立金)           

特別償却準備金 (百万円) 0 ― 0 ― 

圧縮記帳積立金 (百万円) 274 ― 8 265 

計 (百万円) 4,138 ― 8 4,129 



【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額である。 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金  (注) 43 43 ― 41 45 

賞与引当金 702 695 702 ― 695 

 役員退職慰労引当金 580 158 ― ― 739 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

Ⅰ 流動資産 

１ 現金及び預金 

  

  

２ 受取手形 

(1) 相手先別内訳 

  

  

(2) 期日別内訳 

  

区分 金額(百万円) 

現金 3 

預金の種類   

当座預金 3,044 

譲渡性定期預金 128,000 

普通預金 0 

郵便振替口座 0 

計 131,045 

合計 131,049 

相手先別 金額(百万円) 

伊藤忠丸紅テクノスチール㈱ 5,392 

岡谷鋼機㈱ 5,109 

三井物産㈱ 5,081 

住友商事㈱ 3,669 

日鐵商事㈱ 2,457 

その他 2,348 

合計 24,058 

期日別 平成18年４月 ５月 ６月 計 

金額(百万円) 8,821 8,060 7,176 24,058 



３ 売掛金 

(1) 相手先別内訳 
  

  

(2) 回収状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記当期発生高には消費税等が含まれている。 

  

４ たな卸資産 

  

  

相手先 金額(百万円) 

伊藤忠丸紅テクノスチール㈱ 1,982 

岡谷鋼機㈱ 1,982 

阪和興業㈱ 1,902 

㈱メタルワン建材 1,862 

三井物産㈱ 1,840 

その他 9,209 

合計 18,779 

前期末残高 
(百万円) 

当期発生高 
(百万円) 

当期回収高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

売掛金回転率(回)
売掛金滞留日数 

(日) 
売掛金回収率
(％) 

Ａ Ｂ 
Ｃ 

(Ａ＋Ｂ－Ｄ) 
Ｄ

Ｅ

(
Ｂ

)
(Ａ＋Ｄ)×1/2

365日
Ｅ

Ｃ 
Ａ＋Ｂ 

20,223 219,621 221,065 18,779 11.3 32.4 92.2 

科目 区分 金額(百万円) 

製品 

鋼材 2,472 

副産物 100 

計 2,573 

半製品 鋼片 1,276 

原材料 

銑鉄 376 

鉄屑 1,475 

合金鉄他 282 

計 2,134 

貯蔵品 

補助原材料 182 

消耗工具器具備品 212 

工作材料 2,239 

計 2,634 

合計 8,618 



② 負債の部 

Ⅰ 流動負債 

１ 支払手形 

(1) 相手先別内訳 

  

  

(2) 期日別内訳 

  

  

２ 買掛金 

  

  

(3) 【その他】 

特記すべき事項なし。 

相手先 金額(百万円) 

東鉄鋼業㈱ 639 

東鉄運輸㈱ 399 

三興倉庫㈱ 299 

㈱ダイマグ 203 

湊海運㈱ 189 

その他 1,599 

合計 3,331 

期日別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 計 

金額(百万円) 344 1,298 791 623 273 3,331 

相手先 金額(百万円) 

豊田通商㈱ 1,676 

阪和興業㈱ 1,672 

伊藤忠商事㈱ 1,515 

共栄㈱ 1,323 

㈱シマブンコーポレーション 1,286 

その他 14,690 

合計 22,164 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

（注） 決算公告については、会社法第440条第４項の規定により、ホームページ上で開示していない。 

  

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
100,000株券，10,000株券，1,000株券，500株券，100株券，100株未満の株数を表示
した株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号(東銀ビル)
     東京証券代行株式会社 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号(東銀ビル)
     東京証券代行株式会社 

  取次所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号(東銀ビル)
     東京証券代行株式会社   各取次所 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき 200円 

株券喪失登録   

株券喪失登録申請料 １件につき10,000円 

株券登録料 １株につき500円 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号(東銀ビル)
     東京証券代行株式会社 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号(東銀ビル)
     東京証券代行株式会社 

  取次所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号(東銀ビル)
     東京証券代行株式会社   各取次所 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載する。 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はない。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第91期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月24日関東財務局長に提出 

(2) 半期報告書 

事業年度 第92期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年11月30日関東財務局長に提出 

(3) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第9号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書を平成18年4

月24日関東財務局長に提出 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成１７年６月24日

東京製鐵株式会社 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東京製鐵株式会社の

平成16年4月1日から平成17年3月31日までの第91期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東京製鐵株式会社の

平成17年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 三  和  彦  幸  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
公認会計士 佐  野     裕  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成１８年６月27日

東京製鐵株式会社 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東京製鐵株式会社の

平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第92期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東京製鐵株式会社の

平成18年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 三  和  彦  幸  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
公認会計士 佐  野     裕  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 
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